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令和７年度チャレンジふくしま県民運動推進事業業務委託 

公募型企画プロポーザル募集要領 
 

１ 事業の目的 

福島県民（以下「県民」という。）は、メタボリックシンドローム該当者の割合

が全国ワースト４位、急性心筋梗塞死亡率は男性が全国ワースト７位、女性が全国

ワースト９位と、健康指標が悪い状況が続いており、その改善が喫緊の課題となっ

ている。 

こうした課題に対応するため、チャレンジふくしま県民運動推進協議会（以下

「協議会」という。）では、「健康」をテーマに、「食」「運動」「社会参加」を

３つの柱とした「チャレンジふくしま県民運動」を展開し県民一人一人が楽しみな

がら実践できる取組を通じて心身の健康を促進し、「人も地域も笑顔で元気なふく

しま」の実現に向けた意識醸成を図ってきた。 

その一環として実施する「ふくしまアートウォーキング」は、身近にある美術館

などに収蔵されている素晴らしい芸術作品をはじめ、本県ならではの豊かな自然、

伝統文化、おいしい食など「ふくしまアート（＝地域のたから）」を楽しみながら

歩いて巡る取組として、令和６年度から開始した。この取組を通して、県民が気軽

に無理なく心身の健康づくりを進めるとともに、イベントへの参加等を通して社会

参加や地域交流を促し、「人も地域も笑顔で元気なふくしま」の実現につなげるこ

とを目的とする。 

 

２ 業務概要 

（１）委託業務名 

令和７年度チャレンジふくしま県民運動推進事業業務委託 

（２）業務内容 

別紙「令和７年度チャレンジふくしま県民運動推進事業業務委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおり。 

（３）委託業務期間 

契約締結日より令和８年３月３１日まで 

（４）委託費の上限 

１３，８７０，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む） 

 

３ プロポーザルに係る事項 

（１）プロポーザル参加の条件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げている条件を全て満たしている者

とする。 

ア 本公告に示した業務に技術上類似する業務を実施した実績があり、かつ、確

実に履行できるものであること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立

てをしている団体若しくは申立がなされている団体又は民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定による民事再生法手続き開始の申立をしている団体

若しくは申立がなされている団体にあっては、当該手続きの開始の決定を受け

た直後に入札に参加することに支障がないと認められる団体であること。 

エ 委託業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有すること。 

オ 募集要領を公示した日から契約締結日までの期間において、福島県及び国の

機関における入札参加資格制限措置要綱等の規程に基づく入札参加制限中のも

のでないこと（国の機関に係るものは贈賄、独占禁止法違反行為、公契約関係

競売等妨害等に起因する場合に限る）。 
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カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号の規定によるもの）、または暴力団の構成員、暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係していない

こと。 

キ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団もしくは暴力団員の統

制下にある団体ではないこと。 

（２）募集要領等の入手方法 

募集要領及び企画提案書様式等については、チャレンジふくしま県民運動推進

協議会事務局（福島県文化スポーツ局文化振興課（以下、「文化振興課」とい

う。））ホームページからダウンロードして入手してください。なお、窓口又は

郵送等での配布は行いません。 

文化振興課HP: 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11055a/kenminundou.html  

 

４ 質問等の受付 

質問については、以下により受け付けます。 

（１）受付期限 

令和７年７月２９日（火）午後５時まで（必着） 

（２）提出方法 

質問書（第１号様式）により、「13 問合せ先及び各種書類の提出先」に電子メ

ール又はＦＡＸにより提出してください。 

件名は「【質問】令和７年度チャレンジふくしま県民運動推進事業業務委託」

とし、メール又はＦＡＸで送信後、電話にて送信した旨をお知らせください。な

お、電話による質問の受付は行いません。 

（３）回答方法 

質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利害を害するおそれのあるも

のを除き、令和７年７月３０日（水）までの間に、文化振興課ホームページに公

表します。なお、個別の回答は行いません。 

 

５ 参加表明書の提出 

本プロポーザルに参加する意思のある者は、「令和７年度チャレンジふくしま県

民運動推進事業業務委託」公募型企画プロポーザル参加表明書兼誓約書（第２号様

式）を下記期限までに提出してください。なお、この提出がない者の企画提案は受

け付けません。 

（１）提出期限 

令和７年８月５日（火） 午後５時まで（必着） 

（２）提出先 

「13 問合せ先及び各種書類の提出先」のとおり 

（３）提出方法 

 参加表明書（第２号様式）を電子メール又はＦＡＸにより提出してください。

件名は「【参加表明書】令和７年度チャレンジふくしま県民運動推進事業業務委

託」とし、メール又はＦＡＸで送信後、電話にて送信した旨をお知らせください。 

 

６ 業務委託予定者の選定 

（１）選定方式 

公募型企画プロポーザル（書面審査） 

（２）審査方法 

   業務委託者の選定は、別途設置する「プロポーザル審査委員会（以下「審査委

員会」）が行います。審査委員会は、提案書等を書面審査し、これを総合的に評
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価し、業務委託予定者（単独随意契約の予定者）を選定します。 

なお、プロポーザル参加者が１社の場合、前審査委員の合計得点の平均が６割

以上であることを業務委託者選定の条件とします。 

また、総得点が同点となった場合、審査委員会による協議の上、業務委託予定

者を決定します。 

本プロポーザルは説明会を実施しないため、本募集要領や仕様書を確認のうえ

参加してください。（審査基準は下記参照） 

（３）審査基準及び配点 

審査項目 評価の視点 配点 

業務理解等 

（１０点） 

本事業の目的や業務内容を理解し、意欲的な提案と 

なっているか。 
１０点 

業務遂行 

能力等 

（２０点） 

業務を遂行するための体制が十分に整っているか。 ５点 

委託業務完了まで業務を円滑に遂行できる計画とな

っているか。 
１０点 

過去の類似業務の実績を踏まえた業務遂行能力が認

められるか。 
５点 

企画提案 

内容 

（７０点） 

「ふくしまアートウォーキング」「ふくしまアー

ト」の趣旨を理解し、県民が実践できる効果的な提

案しているか。 

２５点 

県民の誰もが、簡単に楽しみながら健康づくりを実

践できる内容を提案しているか。 
２５点 

協議会の構成団体との連携が十分に図られる内容と

なっているか。 
１５点 

事業費の積算は適切か。 ５点 

審査点 合計 １００点 

 

７ 企画提案書等の提出 

  本プロポーザルに参加する意思のある者は、「５ 参加表明書の提出」による手

続きを行った上で、企画提案書を提出してください。  

（１）提出書類 

ア 企画提案書及び工程表 

（表紙を除き30ページ以内。様式任意。日本産業規格A4版とする。） 

イ 事業経費積算書（様式任意。日本産業規格A4版とする。） 

ウ その他企画提案を説明するのに必要な書類 

エ 会社概要（第３号様式）と直近２年分の決算書又は事業報告書（収支状況が 

わかるもの） 

オ 業務実施体制書（第４号様式） 

カ  暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（第５号様 

式） 

（２）提出部数 

ア～オ･･･６部（正本１部、副本５部）、カ･･･１部（正本１部） 

（３）提出期限 

令和７年８月２０日（水）午後５時まで（必着） 

 

（４）提出先 

「13 問合せ先及び各種書類の提出先」のとおり 

（５）提出方法 

郵送又は持参により提出してください。 
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８ 企画提案書の内容 

企画提案書は、別紙仕様書に基づき作成してください。 

 

９ 企画提案書等の提出に際しての留意事項 

（１）失格又は無効 

以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効となる場合があります。  

ア 提出期限を過ぎて応募申込書が提出された場合 

イ 提出書類に虚偽の内容の記載がされていた場合 

ウ 提出書類に不備があった場合 

エ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

オ  参加表明書の提出期限から当該業務の契約締結日までの期間内に、提案者

（役員）が刑法に定める容疑により逮捕又は起訴された場合 

カ 本募集要領に違反すると認められる場合 

キ その他、担当者があらかじめ指示した事項に違反した場合 

（２）複数提案の禁止 

プロポーザル参加者は、複数の提案書の提出を行うことはできません。 

（３）辞退 

提出書類を提出した後に辞退する際には、辞退届（任意様式）を提出してくだ

さい。 

（４）費用負担 

プロポーザルに要する経費等は、参加者の負担とします。 

（５）その他 

ア 参加者は、参加表明書の提出をもって本募集要領の記載内容を承諾したもの

とみなします。 

イ 提案の実現可能性を検討するため、必要に応じて提案者に対し、任意で追加

資料の提出を求めることがあります。 

ウ 提出された企画提案書等は、返却しません。 

エ 提出された企画提案書等は、福島県情報公開条例（平成１２年条例第５号）

に基づく情報公開請求の対象となります。 

オ 提案書を提出した後に提案を追加することは認めません。 

  カ 契約の相手方の決定後、契約対象となる業務内容は、企画提案書の記載内容

に拘束されるものではないものとします。 

  キ 仮に、実施計画書の内容を実施できない場合には、それに匹敵する内容、活

動に変更することが可能ですが、実施できなかった場合には業務実施不可能と

なりますので、委託料が減額となることがあります。 

 

10 審査結果について 

（１）結果通知 

審査の結果は、採用、不採用に関わらず、後日書面により通知します。 

（２）その他 

ア 提出のあった書類等については、企画案の採用、不採用に関わらず返却しま

せん。 

イ 採用した企画提案内容を一部変更する場合があります。 

ウ 提案の実現可能性を検討するため、必要に応じて提案者に対し、任意で追加

資料の提出を求めることがあります。 

エ 選定されなかった者は、その通知が到達した日から起算して７日（休日を除

く）以内に、書面により選定されなかった理由についての説明を求めることが

できます。 

また、その回答は、書面が到達した日から起算して１０日以内に行います。 
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11 契約の締結等 

（１）仕様書の協議等 

   業務委託予定者と県が協議し、委託契約に係る使用を確定した上で契約を締結

します。仕様書の内容は業務委託予定者が提案した内容を基本としますが、提案

内容のとおり反映されない場合もあります。 

（２）契約金額の決定 

契約金額は協議結果による仕様書に基づき、改めて随意契約により業務を委託

するための見積書を徴取し、決定します。 

（３）契約保証金について 

   業務委託予定者は、福島県財務規則（昭和３９年福島県規則第１７号）第２２

８条の規定により契約保証金を納めることとします。ただし、福島県財務規則第

２２９条第１項各号のいずれかに該当する場合においては、契約保証金の全部ま

たは一部の納付を免除します。 

（４）その他 

業務委託予定者が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定のいずれかに該当することとなった場合、または交渉の結果契約締結ま

でに至らなかった場合、その者とは契約の締結を行わないことがあります。 

この場合は、次点者と契約の締結交渉を行います。 

 

12 主なスケジュール  

令和７年７月２４日（木） 公告（募集要領のHPによる公表） 

７月２９日（火） 質問書の提出期限（午後５時まで） 

７月３０日（水） 質問回答 

８月 ５日（火） 参加表明書の申込期限（午後５時まで） 

８月２０日（水） 企画提案書等の提出期限（午後５時まで） 

８月２１日（木） 書面審査 

     ～８月２５日（月） 

８月２６日（火） 書面審査結果の通知 

 

13 問合せ先及び各種書類の提出先 

〒９６０－８６７０  

福島県福島市杉妻町２番１６号（本庁舎５階）  

チャレンジふくしま県民運動推進協議会事務局 

（福島県企画調整部文化スポーツ局文化振興課）担当：佐藤 

電 話 ：０２４－５２１－８６３３ 

ＦＡＸ ：０２４－５２１－５６７７  

E-mail ：kenminundou@pref.fukushima.lg.jp  

 


